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」（傍点引用者）と
「異なる外部的行為」という、あくまでも
外形的な行動上の矛盾の問題として処理す
る枠組が示されたとみることができよう。
　このように、思想・良心の自由に対する
「間接的な制約」の存在を認め、その許容
性について判断基準を提示したことが、
「大きな認識枠組の変化であり、新たな位
置づけの契機」６８となりうるものなのか、
それとも「ピアノ伴奏事件判決よりも更に
踏み込んだ内容の憲法判断を示した」 ６９こ
とを意味するものなのかについては、理解
が分かれる点である７０。
　もっとも、判決の位置づけがどのような
ものであるにせよ、「間接的な制約」とい
う範疇がなぜ設けられたのかについて、
２０１１年判決群の論理もまた、それほど明快
とは言い難い部分を含み込んでいるように
思われる。そもそも「特定の思想又はこれ
に反する思想の表明」と「外部から」認識
されることは困難だとされる（したがっ
て、特定の思想の強制、禁止や告白の強要
といえない）起立斉唱行為が、なぜ他方で
「一般的、客観的に見ても、国旗及び国歌
に対する敬意の表明の要素を含む行為」だ
とされるのか、必ずしも明確であるとは評
しがたい。この点については、「敬意の表
明の要素」それ自体は、人の思想・良心の
範疇には含まれえないことから、思想の表
明とはされることのない敬意の表明の要素
を含む行為を観念し得る、という理解が可
能かもしれない。ただ、このように理解し
たとしても、当然には、起立斉唱を拒否す
る行為について憲法１９条による保障の可否
を論じることにはつながらないようにも思
われる。
　ただ、第３事件判決には、２０１１年判決群
８５
６７　もちろん、「踏襲した」とは言っても、ピアノ伴奏拒否事件最高裁判決と２０１１年判決群には本来看
過すべきではないと思われる違いが存在する。たとえば、前者では、上告人の「歴史観ないし世界
観」とピアノ伴奏を拒否することとが「一般的には……不可分に結び付くもの」ではないとしている
のに対して、後者の第１事件判決においては「起立斉唱行為」が「上告人の有する歴史観ないし世界
観を否定することと不可分に結び付くものとはいえ」ないとされている。
６８　西原・前掲注（３９）１６頁（２０１１年）
６９　判例時報２１２３号４頁の匿名コメント（２０１１年）。
７０　また、土屋・前掲注（３９）２頁は、もともとピアノ伴奏拒否事件最高裁判決には「比較考量の審査
が伏在して」いるが、２０１１年判決群が新たに比較考量の基準を提示したことは「厳しく批判されてい
るピアノ・テストのみでは説得力が弱いと最高裁が判断したことによるのであろう」と指摘する。
の他の判決と異なり、この点に関し比較的
明確に論じている個所がある。それは、
「個人の歴史観ないし世界観に由来する行
動（敬意の表明の拒否）と異なる外部的行
動（敬意の表明の要素を含む行為）を求め
られることとなり、それが心理的葛藤を生
じさせ、ひいては個人の歴史観ないし世界
観に影響を及ぼすものと考えられるので
あって、これを求められる限りにおいて、
その者の思想及び良心の自由についての間
接的な制約となる面がある」と論じる一節
である。「心理的葛藤」については、ピア
ノ伴奏拒否事件最高裁判決における、那須
弘平裁判官の補足意見においても指摘され
ている点である。第３事件判決において
は、この心理的葛藤の存在が、思想・良心
そのものに対する制約ではないにせよ、そ
れに影響を及ぼし得るものとして、「間接
的な制約」に位置づけられることになる。
　問題は、このような「間接的な制約」が
存在する可能性を承認し、その合憲性を判
断する枠組を設定することが、憲法１９条に
とってどのような意味を持ちうるかであ
る。この点に関し、２０１１年判決群が「職務
命令の目的及び内容並びに……制限を解し
て生ずる制約の態様等を総合的に較量し
て、当該職務命令に……制約を許容し得る
程度の必要性及び合理性が認められるか否
か」という判断基準を提示したことにつ
き、問題の制約が「思想及び良心の自由に
対する直接的な制約ではなくその趣旨に照
らした間接的な制約であることに鑑み」 ７１
たものである旨の指摘が加えられている。
だが、思想・良心の自由は「絶対的に」保
障されるというのが一般的理解のはずであ
る。「間接的な制約」という範疇を導入す
ることによって、思想・良心の自由の「絶
対的」保障が「相対化」されるならば、そ
れは重大な問題を残すこととなろう７２。
結びに代えて
　以上で本稿の考察をひとまず終える。
　既述した箇所においてみてきたように、
最高裁判所は、憲法１９条による「思想・良
心の自由」の保障が、思想・良心に基づく
「外部的行為」、なかんずく、意に反する行
為の拒絶に及びうるかにつき、ピアノ伴奏
拒否事件最高裁判決、そして２０１１年の判決
群によってある程度の解答を示したように
思われる。ピアノ伴奏拒否事件最高裁判決
は強い批判にさらされているものの、すで
に述べたように、その論理は、「内心」の
みの保障にとどまらない可能性を秘めてい
るとみうるし、２０１１年の判決群においても
「間接的な制約」という範疇の導入によっ
て、憲法１９条によって保護されるべきもの
が単に「内心」のみにとどまらない可能性
が切り開かれたともいえよう。もちろん、
これらの判決の論理には同時に重大な問題
も含まれているとみるべきであり、さらに
検討を重ねて、憲法１９条による「思想・良
心の自由」の保障の意義につき、具体化、
精密化の作業を行う必要がある。
　本稿の考察を終えるに当たって、次のよ
うな指摘を引いておきたい。
　……最も公権力が気にしているのは外
部的な表れなんです。内部の内心に関し
ては変えたくても事実上変えることはほ
とんどできないのです。したがいまして
８６
筑波法政第５２号（２０１２）
７１　判例時報２１２３号の匿名コメント５頁。
７２　この点に関して、土屋・前掲注（３４）１８頁は、「思想・良心の防衛的、受動的な外部的表出」につい
ては、「憲法２１条の表現の自由の保障と異なって、絶対的保障ないし絶対的保障に準ずる強い保障
（これは上述の形式的際に基づく極小の制約を認めた場合）が与えられる」と論ずる。
「思想・良心の自由」と最高裁判所・覚書（前田）
公権力にとりまして外部的な表れを規制
することによって、一定の自己の政策を
貫徹すると、つまり外部的な規制を通し
まして一定の思想・良心を外側から統制
すると、それで公権力の政策の目的が達
成されるということを考えないといけな
いと思います。それで、その点を外しま
すと、その憲法１９条の意味というのが余
り持たなくなるのではないかと思われま
す７３。
　憲法学の支配的見解は、これまで憲法１９
条の保障する思想・良心の自由は、「内心
にとどまる限り」絶対的であるとしてき
た。しかし、先に引いた見解にもあるよう
に、実際上「思想」や「良心」が問題とな
るのは、人が目にすることが不可能な心の
内のうごきそのものではなく、その「思
想」や「良心」の具体的表れとしての人の
外形的な行為であろう。
　しばしば「形から入る」という表現がみ
られるように、外形的な所作がその人の生
活様式、思考様式に影響を及ぼすことは十
分にありうることである。近時の最高裁の
判断枠組は、「間接的な制約」の枠組に見
られるように、必ずしもこの点に対する十
分な配慮がなされていない可能性がある。
こうした判断枠組を批判し、別の判断枠組
を提示することが、憲法１９条による思想・
良心の自由の「絶対的」な保障にとって、
極めて重要である。
　なお本稿校正作業中に、最高裁平成２４年
１月１６日第一小法廷判決（平成２３年（行
ツ）第２４２号停職処分取消等請求事件）、最
高裁平成２４年１月１６日第一小法廷判決（平
成２３年（行ツ）２６３号懲戒処分取消等請求
事件）が下された（両判決とも最高裁判所
ホームページの「判例検索システム」によ
り参照）。両判決とも、公立学校での儀式
的行事において国歌斉唱の際の伴奏行為、
あるいは起立斉唱行為を命ずる旨の職務命
令が「憲法１９条に違反するものでないこ
と」は、本稿脚注（５０）が紹介する、ピア
ノ伴奏拒否事件最高裁判決において引用さ
れている４つの判決「の趣旨に徴して明ら
か」であるとしたうえで、さらに起立斉唱
行為を命ずる職務命令が問題となった前者
の判決については２０１１年判決群を、起立斉
唱のみならず国歌の伴奏行為を命ずる職務
命令も問題となった後者の判決については
ピアノ伴奏拒否事件最高裁判決と２０１１年判
決群を、それぞれ参照している。
（現職：流通経済大学准教授 
元筑波大学大学院人文社会科学研究科準研究員）
８７
７３　土屋・前掲注（５）２０９-２１０頁。
